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研究成果の概要（和文）：人口減少・少子高齢化が著しい日本の中山間地域を対象に，居住の社会的意義を定量的に明
らかにするとともに，地域の自律的な維持発展を可能とする施策を検討した．
主要な研究成果は以下の通りである．１）人工林や農地等を維持する優先順位を示す指標として，それが発揮する生態
系サービスの価値と，維持に必要な費用との比である「人工林・農地の維持必要性」指標NOFを定義した．２）環境・
社会・経済の各観点からの評価を統合した集落維持の必要性指標NODを開発し，それを用いて集落の撤退・集約を選定
する方法論を構築した．３）三重県櫛田川流域圏を対象にこれら方法論を適用し，居住を中止または促進する地区の選
定案を示した．

研究成果の概要（英文）：This research identifies a quantitative measure of social necessity of the forests
 in hilly and mountainous areas that a population decline, low birthrate and aging in Japan. Also, we disc
uss the autonomous self-sustainable development of such areas.
Our major achievements are as follows: (1) Development of the NOF indicator which is the value of the ecol
ogical service the artificial forests and farmlands divided by their maintenance cost. That shows the orde
r of the maintenance priority of the forest. (2) Development of the NOD indicator of the settlement which 
integrates evaluation indicators with environment, society, and economy. Moreover, the proposal of the met
hodology to choose retreatment and concentration areas. (3) Application to the Kushida River basin area at
 Mie Prefecture for selecting stopping or promoting districts to inhabit.

研究分野：

科研費の分科・細目：

工学

キーワード： 国土計画　中山間地域　QOL　持続可能性　流域圏　人口減少・少子高齢化　生態系サービス　撤退・凝
集

土木工学・土木計画学・交通工学



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 中山間地域における居住の持続性を高め
る方策に関しては，様々な研究・調査が存在
しているが，そのほとんどは，個別事例の調
査分析やフィールド調査，もしくは規範的な
中山間地域のあり方検討であり，実際の施策
を提言するまでには大きな隔たりがある．ま
た，国土計画の体系自体がそうであるように，
中山間地域に関連する学問分野も縦割りの
状態にある．国土計画に中山間地域をどのよ
うに位置付け，そこに居住することの意義を
明確化した上で，国土計画における中山間地
域の役割と維持方策を見いだそうとするア
プローチが必要である． 
 中山間地域に多く存在する農地や森林が
国土全体に対して果たす役割として，食料・
木材生産，水源涵養，洪水調節，生態系サー
ビス，CO2 固定といったものが挙げられる．
これらは市場価値として評価される機会が
まれで，従来あまり顧みられてこなかった多
面的機能であるが，過疎化によって低下する
ことが懸念されている．既に，人工林が過疎
化で放置され，荒廃することによって，水害
や土砂災害が激化したり，野生生物が頻繁に
山を下りたりするなどの悪影響が起きてい
ることはよく知られている．また，いずれの
要素も気候変動によって大きく変化するこ
とから，その検討が今後重要になる．さらに，
多くの中山間集落においては，少子高齢化や
人口減少が著しく進行し，中山間地域が有す
る固有価値の１つである独自の伝統文化が
コミュニティ崩壊により継承されず，文化の
消滅の危機に瀕しているところも多い．  
 本研究では，これら中山間地域の価値を総
合的に評価するために，中山間地域における
集落存在の意義を，地域が有する多面的機能
と，それを支える人の居住，すなわち集落の
必要性の 2段階に分けて明らかにする必要が
あると考える．その上で，厳しい財政制約の
中で国土計画において中山間地域やその集
落に対し，いかなる方策をとる必要があるか
を明らかにすることが急がれる． 
 
２．研究の目的 
 日本における「中山間地域での集落存在の
必要性検証」が本研究の中心的な問題意識で
ある． 
 国土の 7 割を占める中山間地域は，全国に
先んじて人口減少・少子高齢化が進んでおり，
限界集落と呼ばれる高齢化率 50％を超えた
持続不可能な集落も急増している．一方で，
第二次大戦後の国土計画の基調であった「国
土の均衡ある発展」と，それを都市地域から
中山間地域への所得移転によって支える構
造の行き詰まりが極まっている．従来型過疎
対策の延長で中山間地域を維持することは
困難となっている．そこで，中山間地域に集
落が存在し人間が居住することの今日的な
意義を検討し，存在すべきなのであれば，そ
れを効率的に支援する国土計画のあり方を

見いだすことが必要となっている．そのため
に，中山間地域が有する機能，およびそこに
人が住むことで機能がいかに維持・向上し，
また住民の生活も豊かになりうるかを検討
する必要があると考えた． 
 
３．研究の方法 
 日本の中山間地域について，集落，および
その集合体である地域生活圏に着目し，その
成立・持続可能性が決定されるメカニズムを
モデル化する．その際，ストックとフローを
用いて中山間地域の集落の存在意義・付加価
値を分析し，持続可能性について考察を行う
方法を示す．具体的には，地域が有するスト
ックと，それが多面的機能として発揮された
フローを把握し，結果を踏まえてフロー増大
方法を検討する方法論を構築する． 
 まず，地域が有する様々な資源（ストック）
を把握し，中山間地域が持つポテンシャルを
定量的に明らかにする．また，それに伴って
発揮される多面的機能（フロー）の分析を行
うことで，その地域のストックが他地域（特
に都市）にもたらす効果を把握するとともに，
人間居住に伴う効果発揮の変化を明らかに
する． 
 これらを踏まえ，中山間各集落の維持必要
性および持続可能性を診断し，それに基づく
「撤退」集落と「維持」集落との仕分け，「撤
退」集落から「維持」集落への人口集約の進
め方，および「維持」集落の持続可能性を高
めるための治療方法について明らかにする． 
その結果，「維持」する集落を中心とした中
山間地域と都市域との関係性に留意しなが
ら，国土のあるべき姿を実現するためのロー
ドマップをまとめる． 
 なお，本研究は日本の一般的な状況につい
て分析を行うものであるが，その評価対象フ
ィールドとして三重県中部の櫛田川流域（松
阪市および多気町）を設定する．合併により
広域の森林・農地を有する中山間地域が含ま
れ，行政・地域の問題意識が高いことから，
本研究のフィールドとして適切であり，かつ
地域との協力体制も確立している． 
 
４．研究成果 
（１）中山間地域の人工林維持，管理の社会

的必要性を評価する NOF 指標の開発 
 日本の中山間地域の多くを占める森林や
農地は，現代では経済的な生産力は低いもの
の，「社会的価値」をもたらす生態系サービ
スを有しているという点で保全は重要視さ
れている．しかし，どの地区から優先して保
全を行うべきか，定量的な検討がなされてい
ない．そこで，中山間地域における人工林・
農地を対象に，生態系サービスの価値とそれ
を発揮させるために必要な維持・管理費との
比である「人工林・農地の社会的必要性＝
NOF(Social Necessity Of Forests)」指標を
式(1)で定義した． 

NOF i=ESi/esCOSTi   (1) 



ここで， 
ESi（Ecosystem Services） 
：地区（区画）i における維持・管理に伴

い半自然資本が発揮する生態系サービ
スの価値（アウトフロー） 

esCOSTi 

：地区（区画）i における ES の効果を発揮
させるために必要な維持・管理費用（イ
ンフロー） 

 式(1)は一種の費用便益比である．本来な
らば便益側には経済的価値（例えば木材の価
値や観光価値など）も計上する必要がある．
しかし例えば森林の場合，現状の木材市場で
は国産木材そのものの経済的価値は見込め
ない状態である．また観光価値も一般の人工
林で見込むことは難しい．そのためここでは，
主に都市域住民が便益を享受する生態系サ
ービスに絞って NOF を評価し，その見返りに
都市部が維持・管理費用を負担することを想
定する． 
 NOF を各地区別に算出することによって，
その地区の人工林，農地の維持に人が携わっ
てほしいかどうかが判定可能となり，中山間
地域のメリハリある支援が可能となる．NOF
値の大小は，そこが人にとって住みやすく魅
力的なところかどうかとは無関係に決まる
ので，政策としては NOF 値の大きい地区を優
先して管理すること，あるいはその周辺に既
存の居住地があるとすれば，住みやすく魅力
ある地区にして人口を誘致することで，常に
近くで人が管理できる状態にすることが考
えられる．一方，NOF 値が小さい地区は，多
くの投入を必要とする（そもそも人が携わり
にくい）か，あるいは生態系サービスが期待
できないと考えられるため，仮に現在，人が
住んでいたとしても，人口定着・増加策は控
えるべきであることになる． 
 三重県松阪市・多気町の人工林で NOF の算
出を行った後に，小班レベルでの NOF 値の分
布を分析した．NOF 値の大きい人工林から順
に，現在の林業従事者数で維持・管理ができ
る人工林を選択した．その結果，全域での生
態系サービスの価値は 1,011.2 億円/年であ
った（表 1）．また，維持・管理費は 49.6 億
円/年と算出され（表 2），林業従事者が住ん
でいる集落内の人工林を維持・管理する場合
と比較して，約 1.3 倍程度の ES 値増加が見
込まれた．図 1は算出された NOF 値の分布で
ある．これを用いることで，森林区画の大小
や地区の属性などに関わらず，生態系サービ
スを費用効率的に得られるかどうかという
観点から，優先して維持・管理すべき「人に
携わってほしい」地区を選定することが可能
となる． 
（２）環境・社会・経済の 3指標を統合した

集落の社会的必要性 NOD 指標の開発 
 先に NOF 指標を開発し，どの森林に人が携
わるべきかの優先順位設定を可能とした．し
かし一方で，NOF 値の高い森林の周辺にある
集落が，住環境や行政負担の面から見て良好 

であるか否かは全く別の問題である．費用を
かけて集落を良好とすることで，森林を維
持・管理できる人に住んでもらうのか，それ
とも集落を放棄し，維持・管理する人は別の
地域から通ってもらうのかを示す必要があ
り，そのためには NOF 値とともに周辺集落の
居住環境や維持費用を評価する必要がある．
特に，インフラ維持費用が少なく済むことは，
人口減少社会ではより重要である．現存する
中山間集落を全て維持することは財政面か
ら肯定できず，インフラ維持費用から見た集
落の「選択と集中」も求められるからである． 
 
表 1 対象地域の森林の生態系サービスの価値評価額 

多面的機能の種類 人工林評価額 
（億円/年） 

天然林評価額 
（億円/年） 

土砂災害防止・土壌保全 
表面侵食防止 
表層崩壊防止 

411.2
81.7

189.3
42.3

水源涵養 
洪水緩和 
水資源貯留 
水質浄化 

139.2
119.2
212.4

72.8
63.8

111.5
地球環境保全 
二酸化炭素の吸収 
化石燃料代替 

29.4
2.1

6.0
1.0

保健・レクリエーション 
保養 16.2 8.3

合計 1,011.2 495.0
 

表 2 1 年あたりに必要な維持・管理費の内訳 

維持・管理項目 維持・管理費用 
（億円/年） 

人件費 
作業路建設費 
林内路網 
搬出費用 

32.0
10.8

1.7
5.1

維持・管理費合計 49.6

図 1 NOF 値の分布 

 
すなわち，集落の社会的必要性は，まず NOF
によって，近隣の半自然資本（森林）の必要
性を評価するとともに，それに携わる住民の
住環境と，それを維持するために必要な行政
支援のバランスを見ることで，特定すること
が可能である． 
 そこで本研究では NOF 指標（環境），QOL 指
標（社会），インフラ維持費用（経済）の 3
指標を統合した，集落維持の社会的必要性
（Social Necessity Of Districts :NOD）指
標を提案した．それを用いて，存続を断念す
る集落と，集約して残すべき集落を選定する
ことで，持続可能な地域に転換して行くため
の集落再編案決定の方法論を構築した． 
 この指標を用いることで，NOF 値の大きい



地区を優先して管理すること，またその周辺
に既存の居住地があるとすれば，住みやすく
魅力ある地区にして人口を誘致することで，
常に近くで人が管理できる状態=NOD 値を高
い状態にすることが具体的に提案できる．あ
るいは，著しく住環境が低いか費用が高い場
合には，集落を放棄し，維持・管理する人は
別の地域から通ってもらうという選択肢が
有力となる．一方，NOF 値が小さい地区は，
森林維持のために多くの投入を必要とする
（そもそも人が携わりにくい）か，あるいは
生態系サービスが期待できないと考えられ
るため，仮に現在人が住んでいたとしても
NOD 値が低いと評価でき，人口定着・増加策
は控えるべきであるという結論が導き出せ
る． 
 NOD 指標を定義するにあたり，NOF 指標，
QOL 指標，インフラ維持費用を定式化する．
NOF 指標は，式(1)で定義したものを使用する．
QOL 指標は，研究代表者らが関わった既往研
究において開発された，Accessibility(AC)，
Amenity(AM)，Safety&Security(SS)の 3 つの
評価軸からなる 12 の項目を生活環境質向上
機会（LifeProspects:LPs）として，対応す
るデータを用いて数値化し，それに個人の価
値観を表す重みwを乗じて総和をとることに
より定量化した．インフラ維持費用に関して
は，道路・公共上下水道・簡易水道・農業集
落排水・合併処理浄化槽を評価対象とする．
各集落におけるインフラ維持費用は，インフ
ラの存在量にそれぞれの費用原単位を乗じ
て算出する．以上 3つの指標（NOF，QOL，イ
ンフラ維持費用）を推計することで，生態系
サービスの発揮しやすい地域，住環境が高い
地域，インフラ維持費用が安い地域の特定が
可能となる． 
 これらの指標を基にした地域分類として，
「地域に住む/住まない」，および「生態系サ
ービス発揮のための維持管理を行う/行わな
い」の組み合わせが考えられる．このいずれ
を選択すべきかを特定するために，NOF，QOL，
インフラ維持費用を統合したNOD指標を構築
した． 
 NOD を式(3)で定義する．ここでの NOD は集 
落単位での 1年あたりの値として扱う． 
NOD=(ESS/esCOSTS)・(QOLS/inCOSTS)   (3) 
ここで， 
ESS (Ecosystem Services) 
：集落における維持・管理に伴い半自然資

本が発揮する生態系サービスの価値 
esCOSTS 

：集落における ES の効果を発揮させるた
めに必要な維持・管理費用 

QOLS：集落における総 QOL 値 
inCOSTS 

：集落における総インフラ維持費用 
 NOD は生態系サービスの発揮のための維持
管理費用の効率性である NOF（=ES/esCOST），
およびQOLを確保するためのインフラ維持費 
用の効率性（=QOL/inCOST）の 2つによって 

図 2 NOD 指標による集落分類 

 
示される．NOD 値と，集落において「働く/
働かない」「暮らす/暮らさない」の分布との 
 
関係を図 2 に示す．NOD 値の高い集落は持続
可能であると判断される一方で，NOD 値の低
い地域や，ES 値・QOL 値が高い集落では，集
落の再編を検討することになる． 
 
（３）実際の地域における居住を中止または

促進する地区の選定案 
 三重県櫛田川流域圏を対象に，各小地区に
おける市街地維持費削減と，住民の QOL 向上
を目指しながら，多目的遺伝的アルゴリズム
（GA）による最適化計算により，撤退地区お
よび集結地区の選定案を示した．中山間地域
と都市地域を分けて扱った部分最適，全区域
を一括して対象とした全体最適を行い，得ら
れるパレート解から，①QOL 重視の施策，②
市街地維持費重視の施策，③QOL と市街地維
持費の両方を考慮したバランス重視の施策，
について選定される地区の違いを考察した． 
 部分最適から得られた結果を表 3に，全体
最適から得られた結果を表 4に示す．移転人
数を比較すると，QOL 重視よりも市街地維持
費重視の方が多くなり，積極的に撤退・集結
を行う傾向が示される．また，部分最適の方
が移転人数が，削減可能な市街地維持費も大
きくなっている．この結果から，部分最適の
方が費用対効果の高い移転を行えるといえ
る． 
 続いて，①QOL 重視，②市街地維持費重視，
③QOL・市街地維持費のバランス重視の 3つ 
 

表 3 各種指標のシナリオ比較（部分最適） 

項目 施策前 QOL 重視 維持費 
重視 

バランス重
視 

QOL 値 
(日/人) 

0.376 0.391 0.383 0.387 

市街地維持費 
(百万円/年) 

7908 7786 7699 7733 

施策費 
(百万円) 

 1221 1674 1316 

削減可能維持費 
(百万円) 

 611 1047 876 

移転人数(人)  1446 2086 1976 
 

表 4 各種指標のシナリオ比較（全体最適） 

項目 施策前 QOL 重視 
維持費 
重視 

バランス重
視 

QOL 値 
(日/人) 0.376 0.395 0.384 0.390 

市街地維持費 
(百万円/年) 7908 7809 7757 7778 

施策費 
(百万円)  1109 1381 1260 

削減可能維持費 
(百万円)  494 756 651 

移転人数(人)  1453 1732 1620 



の施策の最適化を行った．その結果，QOL 向
上には，災害安全性の低い地区から高い地区
への移転が，市街地維持費削減には，地価が
低くインフラ設備が過度な地区からの撤退 
がより効果的であることが分かった． 
 さらに中山間地域においては，施設の老朽
化が進んでおり，撤退・集結を考えるうえで， 
施設の再配置は重要な課題である．そこで，
櫛田川流域圏において，公共医療施設の移転
を想定し，最適化計算を行った．その結果，
中山間地域において，市街地維持費を削減し
ながら住民のQOLを向上できることが分かっ
た．このように，今回適用した最適化手法は，
公共施設の移転と集落・居住地の撤退・集結
策を同時検討することが可能である．また，
実際の施策検討の際に，複数ある評価指標の
重みを変化させた撤退・集結シナリオを提案
でき，多面的な視点から議論を行うことがで
きる． 
 
（４）今後の課題 
 本研究では，中山間地域の半自然資本が持
つ価値を評価する指標の開発を行い，実際の
地域を対象に評価を行い，地域の撤退・集結
案を提示した．今後の課題は，半自然資本や
住民の住環境の維持管理に必要な費用を指
標として，自然に返すべき森林および農地を
選定し，効率的な半自然資本の運用を検討す
ることや，半自然資本によって発揮される多
面的機能はあくまで一部にすぎないため，森
林および農地のより包括的な評価を行うこ
とである． 
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